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【図表 19 衛星放送事業に係る営業収益】 
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第３章 今後取り組むべき事項 

１．新4K8K衛星放送の普及 

（１）受信環境整備の推進 

前章２．（１）受信環境整備の現状と課題で述べたとおり、BS右旋帯域におい

ては、新4K8K衛星放送の受信環境の整備は進んでいる41。これに対して、左旋帯

域の番組を視聴するためには、アンテナの交換や宅内・棟内の伝送設備の改修が

必要となる場合が多く、受信環境の整備が進むには相当程度の期間を要すると

考えられる。 

このような状況を前提として、ワーキンググループでは、新4K8K衛星放送の受

信環境整備を推進するために、産官が連携して取り組むべき事項について検討

を行った。 

関係事業者・団体からは、ここ２～３年に建設されたマンションにおいては全

ての新4K8K衛星放送が視聴できることが多く、左旋対応が進んでいることや、国

の支援策を活用した直接受信による受信環境整備の重要性を指摘する意見があ

った一方で、既存の集合住宅では住民の合意形成が難航するケースもあること

から、設備改修が不要なケーブルテレビ（トラモジ方式等）や光通信回線による

サービスを促進する必要性も指摘された。また、V-POF（ビデオ用プラスチック

光ファイバ）42を活用すれば、簡便な伝送設備改修が可能43である旨の意見があ

った。 

構成員からは、受信方法の選択肢や必要となる設備改修について、視聴者が十

分に理解できるような形での周知広報の必要性や、視聴者が自らの受信環境を

簡便に確認できるツールの有効性に関する指摘があった。また、宅内・棟内の伝

送設備の改修に対する支援が必要との意見や、V-POFやローカル5Gといった新た

な技術の活用を検討すべきとの意見があった。 

これらの意見を踏まえ、新4K8K衛星放送の受信環境整備については、以下の方

針により、産官が連携して着実に対応を進めるべきである。 

① 受信方法等に関する周知広報の強化 

右旋帯域で番組を視聴することに加え、左旋帯域で番組を視聴するためには、

                                                        
41 ただし、2000年頃までに建設された集合住宅においては、BS右旋及び110度CS右旋のチャンネルの一部が

視聴できない可能性があることに留意が必要。 
42 同軸ケーブルに比べて細いため、同軸ケーブルでは困難であった既設配管への入線など、より簡単に配

線することができ、また、増幅器や分配器等が不要になる。 
43 第９回会合資料９－２（（一社）日本CATV技術協会）６ページ（参考資料38ページ）参照 
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必要な受信設備を整えるなど、更に条件を満たすことが必要であることを踏

まえ、それぞれの帯域の番組を視聴するための受信方法や必要となる設備改

修について、視聴者に対する周知広報・情報提供の取組を強化することが必

要である。 

その際、受信方法には、直接受信以外にも、ケーブルテレビや光通信回線に

よるサービスの活用といった複数の選択肢があることや、選択する受信方法に

よって視聴可能な番組の数・種類やサービス料金、必要となる受信機器が異な

ることについても丁寧に説明することが求められる。 

② 設備改修の支援施策の実施 

宅内・棟内伝送設備やケーブルテレビの幹線等の伝送設備を改修するには多

額の費用負担を要する。特に集合住宅においては、高額な費用負担が原因とな

り、対応が難航している事例も多い。このため、衛星放送用受信環境整備事業
44やケーブルテレビネットワーク光化促進事業45など、設備改修の支援に資す

る施策を実施することが重要である。 

③ 新たな技術を活用した簡便な改修方法の開発・検証・普及 

宅内・棟内の配線工事の簡便化が可能なV-POFや、宅内・構内の伝送路を有

線から無線に置き換えることができるローカル5Gなど、設備改修の低価格化に

活用可能な技術の開発が進められている。受信環境整備の推進に資するため、

これらの技術の開発や検証、普及を促進することが必要である。 

                                                        
44 新4K8K衛星放送で用いられる中間周波数帯（2.2～3.2GHz）について、既存の他の無線のサービスとの共

用における懸念が指摘されたため、アンテナから壁面端子の間にある既存の他の無線通信に障害を与え

るおそれのある衛星基幹放送用受信設備を改修し、適切な受信環境の整備を支援する事業（2021年度予算

額：10.9億円）、第９回会合資料９－４（事務局）20ページ（参考資料35ページ）参照 
45 ケーブルテレビネットワークの耐災害性強化等のため、ケーブルテレビ事業者に対してケーブルの光化

を支援する事業（2021年度予算額：11.0億円）、第９回会合資料９－４（事務局）21ページ（参考資料36

ページ）参照 
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【図表 20 ローカル 5Gを活用した改修イメージ】 

 

（２）4Kコンテンツの充実 

4K放送の推進及び4K対応受信機の普及のためには、魅力ある4Kコンテンツの

充実が不可欠であるが、現状は質・量ともに不足している状況である。今後、ピ

ュア4Kコンテンツを増やしていくためにはどのような方策が考えられるか検討

を行った。 

ワーキンググループでは、関係事業者・団体から、4Kコンテンツの提供に関す

る取組や放送だけでなく、配信でのマルチユースを念頭に置いたコンテンツの

展開に関する取組の紹介が行われた。また、高精細・高品質化の流れの中で、コ

ンテンツを4Kで収録・制作することが主流になってきており、積極的な投資が必

要であるとの意見があった。さらに、周知広報に関して、業界全体での積極的な

広報活動46が必要であるとの意見があった。 

構成員からは、新4K8K衛星放送の普及のためには、ピュア4Kコンテンツの充実

が不可欠であるとの指摘が多くあったほか、右旋の空き帯域は4K放送に割り当

てるべき、ピュア4Kコンテンツが充実することで4K視聴可能機器も普及する、2K

と4Kの一体制作によりコスト削減が可能といった意見も挙げられた。また、コン

テンツ振興の観点から、ケーブルテレビにおける取組47を例に挙げながら、衛星

                                                        
46 2020年には、同年12月１日のBSデジタル放送20周年・新4K8K衛星放送２周年を記念し、A-PAB主催による

記者発表会（同年11月20日）が行われた。また、NHK及びBS民放５社が同年12月を新4K8K強化月間とし、

共同で「新4K8K衛星放送で見ようよ！月間」キャンペーンが実施されている。（再掲） 
47 （一社）日本ケーブルテレビ連盟が主催する「日本ケーブルテレビ大賞 番組アワード」において、2016
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放送の分野でも4Kを表彰する取組や、クリエーターを支援する仕組みの必要性

について指摘がなされた。 

これらの意見等を踏まえ、4Kコンテンツの充実については、以下の方針により

進めるべきである。 

① ピュア4Kコンテンツの充実 

視聴者の4Kに対するニーズを満たすためには、インターネット動画配信サー

ビスとの連携など、放送に限らないコンテンツのマルチユースを想定した上で、

新4K8K衛星放送におけるピュア4Kコンテンツを増やしていくことが必要であ

る。 

特に、2021年７～９月に開催された東京2020オリンピック・パラリンピック

競技大会は、臨場感あふれる4Kコンテンツをリアルタイムで視聴者に届ける絶

好の機会であったことから、関係の放送事業者の積極的な取組が行われ、多く

の視聴者が臨場感あふれる競技の模様を4K･8K放送により身近に視聴する機会

となったと考えられる。今後も、東京2020オリンピック・パラリンピック競技

大会での取組を活かしつつ、その他の機会も捉えた関係放送事業者の積極的な

取組が期待される。 

② 訴求効果の高い周知広報の推進 

視聴者の認知度を高めるため、業界全体で、新4K8K衛星放送の魅力やそこで

放送される優良な番組・コンテンツについて、訴求効果の高い周知広報の手法

を検討・実施していくことが必要である48。また、定期的に市場調査を実施し、

周知広報の効果を検証するとともに、視聴者のニーズや環境の変化を把握する

ことが望ましい。 

 

２．周波数の有効利用の推進 

（１）BS右旋帯域の空き帯域の活用 

前章３．（１）右旋帯域についてで述べたとおり、かねてからひっ迫していた

右旋帯域であったが、BS右旋帯域においては、周波数使用基準の適用、一部事業

者の撤退等及びNHKの衛星波の整理・削減といった理由により、今後一定の空き

帯域が発生することが見込まれている。現行の基幹放送普及計画では、右旋帯域

は2K放送で使用することが基本とされているが、今後、当該空き帯域を有効活用

                                                        

年から4K部門が設置されている。 
48 A-PABにおいて、新4K8K衛星放送の魅力や視聴方法を伝える動画の配信、リーフレットの作成等を行って

いる。 
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するに当たり、当該帯域を2K放送に割り当てるべきか、4K放送に割り当てるべき

か検討する必要がある。 

ワーキンググループでは、この点について関係事業者・団体から、今後の番組

整理の際には、2K放送ではなく4K放送への移行を図ることになると考える49とい

う意見や、現状の左旋帯域における4K放送事業者の事業運営は厳しく、既存事業

者の需要もあることから、BS右旋帯域も4K化するべきである50といった意見があ

った。また、BS左旋帯域において4K放送の認定を受けている事業者からは、早期

にBS右旋帯域で4K放送を行いたい51との要望があった。 

構成員からも、衛星放送における高精細・高品質化の流れや4Kコンテンツの充

実という観点に鑑みれば、BS右旋帯域の空き帯域については、4K放送に割り当て

るべきであるとの意見が複数あった。 

これらの意見等を踏まえ、BS右旋帯域の活用については、以下の方針により進

めるべきである。 

① BS右旋帯域の4K放送への割当て 

今後、BS右旋帯域において一定帯域が確保できた場合には、当該帯域は4K放

送に割り当てるべきである。 

新4K8K衛星放送視聴可能機器の累計出荷台数は着実に伸びてきてはいるも

のの、新4K8K衛星放送の認知度は３～４割程度にとどまっていることから、更

なる普及推進策が求められている。このため、受信環境が整っている右旋帯域

において4K放送の番組を増やし、4K放送を市場としてしっかり立ち上げること

が必要であると考えられる。なお、この際、既存の放送の視聴者に対し、丁寧

に説明を行っていく必要がある。 

また、左旋帯域の4K放送の受信環境整備には相当程度の期間が必要となるこ

とから、視聴者が4K受信機を購入しても、左旋帯域の番組を視聴できない場合

が想定されるため、より受信環境が整っている右旋帯域において番組の選択肢

を増やし、4Kコンテンツの充実を図ることは、4K受信機を購入した視聴者の利

益にもつながると言える。 

② BS右旋帯域の割当てに必要となる制度整備と帯域再編に係る費用負担の在

り方 

現行の基幹放送普及計画では、右旋帯域は2K放送で使用することが基本とさ

れているため、BS右旋帯域に4K放送を割り当てる方針に沿い、今後、一定帯域

                                                        
49 第10回会合資料10－２（B-SAT）９ページ（参考資料40ページ）参照 
50 第10回会合資料10－３（（一社）衛星放送協会）10ページ（参考資料42ページ）参照 
51 第11回会合資料11－１（（株）WOWOW）11ページ（参考資料44ページ）参照 
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の確保の見通しが立った段階で、総務省において基幹放送普及計画を改正する

ことが適当である。 

また、今後発生する空き帯域は、複数のトランスポンダにまたがって分散的

に発生すると想定されることから、4K放送への割当てを行う際には、帯域再編

が必要になると見込まれる。その際、帯域再編の端緒となった当事者以外の既

存事業者が移行等を求められるような場合の費用負担について、現状は特段の

取決めがないため、事前に整理することが必要である。一般的には原因者・受

益者負担とすることが適当と考えられるところ、こういった考え方も含め、円

滑に帯域再編を遂行するため、帯域再編に係る費用負担の在り方について関係

事業者・団体において議論すべきである。 

 

（２）左旋帯域の未使用帯域の活用 

左旋帯域は、受信環境整備の課題があることから、BS放送及び東経110度CS放

送ともに利用可能な帯域があるものの、実際に放送が行われている帯域は限定

的であり、十分に有効活用されているとは言いがたい状況である。 

現行の基幹放送普及計画では、左旋帯域は4K・8K放送で使用することが基本と

されているところ、他の新たなサービスへ活用する可能性も含め、その有効活用

について検討する必要がある。 

ワーキンググループでは、関係事業者・団体から、4K・8K放送以外の新たなサー

ビスの可能性について、いくつかの提案があり52、その１つとして、2K放送にお

いてHEVC方式53を活用することで、コンテンツの多様化・充実を図ることや難視

聴エリアや災害時に地上デジタル放送を送信する活用方法に関する提案があっ

た。 

構成員からは、このような新たなサービスへの活用に賛同する意見のほか、8K

放送普及の重要性についても指摘があった。 

これらの意見等を踏まえ、左旋帯域の活用については、以下の方針により進め

るべきである。 

 

                                                        
52 第10回会合において、B-SATから、ローカル5Gやホームサーバー向けデータ放送の提案があった。また、

スカパーJSATからは、第10回会合において、2K放送におけるHEVC方式の活用によるコンテンツ多様化の提

案が、第11回会合において、１つの活用案として、難視聴エリアや災害時に地上デジタル放送を送信する

活用方法の提案があった。第10回会合資料10－２（B-SAT）10ページ（参考資料41ページ）、資料10－４（ス

カパーJSAT）17ページ（参考資料46ページ）、第11回会合資料11－２（スカパーJSAT）３ページ（参考資

料47ページ）参照 
53 H.265/HEVC（High Efficiency Video Coding） 


